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改正雇用保険法成立

３月28日、参議院本会議で「雇用保険法の一

部を改正する法律」が賛成多数で可決、成立し

ました。

改正法は、雇用保険制度の充実・強化がはか

られた点は評価できますが、2000年及び2003

年の法改正により引き下げられた基本手当（所

定給付日数・給付率）の改善や暫定的に引き下

げられている国庫負担の法律本則復帰に向け

た道筋は見えないままです。

今回の主な改正点は、①育児休業給付金の給

付率の引き上げ、②中長期的なキャリア形成を

支援するための教育訓練給付の拡充、③再就職

手当の拡充です。（詳細は下記参照）

教育訓練給付の拡充は、「一般会計によって

も支援すべき」という雇用保険部会での労使の

意見は反映されず、全額雇用保険料で賄うこと

となりました。教育訓練の拡充は、本年10月よ

り施行されますが、不正受給を防止するチェッ

ク機能の強化を含め、施行体制を早急に整備す

る必要があります。

【主 な 改 正 内 容】

１．育児休業給付の充実（2014年４月１日施行）

【対象者】2014年４月１日以降、初めて育児休業給付金を受給する被保険者。2014年４月１日

時点で、すでに育児休業給付金を受給している被保険者は対象になりません。

女性が、子が１歳になるまで育児休業を取得した場合

出産 育児休業開始 １歳
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現行は、

育児休業開始前賃金の 50％

に相当する額

2014 年４月１日からは、

休業開始後６ヵ月間は休業開始前賃金の 67％に

相当する額、６ヵ月以降は 50％に相当する額

産前産後休業
出産手当金 給付率２／３

給付率 67％
給付率 50％



２．教育訓練給付金の拡充及び教育訓練支援給付金の創設（2014年10月１日施行）

現行の教育訓練給付金制度は変更なし。中長期的なキャリア形成のための支援措置。

３．就業促進手当（再就職手当）の拡充（2014年４月１日施行）

６ヵ月

キャリアアップ・キャリアチェンジを希望する者

・雇用保険加入の在職者・離職後１年以内の者

・被保険者期間２年以上（２回目以降は 10年以上の被保険者期間が必要）

キャリアコンサルティングの実施（目指す仕事と必要となる教育訓練の相談・助言）

中長期的なキャリア形成に資する専門的・実践的な教育訓練（厚生労働大臣が指定）の実施

・資格取得（医療・福祉等の専門職）のための訓練

・専門学校が企業と連携した実践的なプログラム

【給付内容】

・給付期間は原則２年、資格につながる場合等は最大３年

・訓練費用の 40％を支給（上限は 32万円）

・45 歳未満の離職者には、基本手当の 50％を訓練受講中に毎月支給（教育訓練支援給付金 2018

年度までの暫定措置）

訓練終了・資格取得の上、被保険者として雇用されたまたは雇用されている場合

【追加給付】

・雇用保険の被保険者として就職していることを条件として、訓練費用の 20％を追加支給

（上限は 16万円）

【対象者】次のいずれにも該当する者

・基本手当受給者で早期再就職した者（所定給付日数の 1/3 以上または 2/3 以上を残して

再就職した者）

・離職前の賃金より再就職後の賃金が低下した者

・再就職後６ヵ月間定着した者

【給付内容】

従来の再就職手当に加え、離職時賃金と再就職後賃金の差額の６ヵ月分を一時金で給付

（基本手当支給残日数の 40％相当額を上限）

離 職 早 期

再就職
定 着

基本手当支給

再就職手当

支 給

定着時手当支給
（離職時賃金と再就職後賃金の差額の

６ヵ月分）


